
* 「決算額(C/F)」については、表示単位未満の金額を四捨五入しているため、「経費」の内訳の合計と「計」欄が一致しない場合があります。

令和6年度 管理事業評価調書（6年度対象）
事業コード 8010 事業名 人事委員会運営事業

政策名 地方公務員制度の適切な運用 施策名 地方公務員制度の適切な運用

事業目的 人事の専門的・中立的な行政機関として、職員の利益の保護と公正な人事権を確保する

所属名 人事委員会事務局職員課
評価責任者 人事委員会事務局次長兼職員課長　北村　健一
作成責任者 深谷　優衣 ダイヤルイン 052-954-6822

根拠法令
・計画等

地方公務員法（昭和25年法律第261号）

従事人員
・経費等

区 分
予算額 決算額（C/F)

6年度（当初） 5年度（当初） 5年度 4年度
17人 ( 0人) 17人 ( 0人)

非常勤職員（うち地方機関分)　 4人 ( 0人) 4人 ( 0人) 4人
正規職員（うち地方機関分) 17人 ( 0人) 17人 ( 0人)

( 0人) 4人 ( 0人)

経費

人件費(a) 190,779 千円 183,812 千円 177,849

従事
人員

千円 184,061 千円

事業費(b) 35,941 千円 35,245 千円 26,046 千円 23,457 千円

公債費(c) 0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

計(a)+(b)+(c) 226,720 千円 219,057 千円 203,895 千円 207,518 千円

千円 204,293 千円

事業計画の
内容及び事
業費の内訳

中立的かつ専門的な人事機関として、職員の競争試験・選考、職員の給与等に関する報告・勧告、不利益処
分に関する審査請求などの職員の利益保護等に関する事務を行う。

　1　管理事務費：3,918千円（負担金　2,536千円）
　2　試験施行費：25,739千円（委託料[試験問題提供・採点業務等］　9,696千円）
　3　給与実態調査費：1,569千円（旅費　680千円）
　4　公平審査事務費：4,715千円（弁護士報酬　1,210千円）

千円 0 千円
(分担金・負担金、使用料・手数料)

経費のうち、一般財源等 221,695 千円 214,608 千円 200,304

収入のうち、受益者負担額
0 千円 0 千円 0

評
価

指
標
／
目
標
値
等

指標(指標によっては算式／解説) 目標年度 目標値 実績値・見込

1
適正競争倍率の確保（主な
行政及び事務の試験区分で
5倍）

最終目標 80%以上

5年度 90%以上

6年度 80%以上 100% （見込）

5年度 80%以上 100% （実績）

4
県民あたりコスト
（PL経常費用/本県人口）

最終目標 -

73% （実績）

3
全判定発出件数に占める結
審等から半年以内に発出し
た判定の割合

最終目標 95％以上
6年度 95%以上 100% （見込）

2
職種別民間給与実態調査完
了率

最終目標 90%以上
6年度 90%以上 91% （見込）

5年度 - 28円 （実績）

5年度 95%以上 93% （実績）

コスト
指標の
増減
分析

5年度の県民あたりコストは、職員募集に係る事業費の増等により、4年度27円に比べ１円増加した。

6年度 - - （見込）

課題
民間企業の採用意欲は依然として高いことに加え、採用試験の実施日程を早期化する自治体が増加する一方、22
歳人口は減少する状況下で、いかに競争倍率を確保するかという課題がある。

今後の
方向性

採用試験について、愛知県職員ガイダンスやインターネットなどにより幅広く情報発信を行い、愛知県の魅力を積極
的にアピールすることにより受験者数の確保に努める。

（実績）

外部
要因
等

・民間企業の採用意欲が活発化しているほか、22歳人口が減少傾向にある。
・コロナ禍を契機とした企業活動の変化や、厳しい社会経済情勢の中での業務合理化などの影響により、職種別民
間給与実態調査への協力が得られにくくなっている。

目的の
達成に
関する
評価

5
最終目標
6年度 （見込）

5年度

Ｃ：相当程度進展あり
（判断の理由）
◎主要な指標：2（理由：人事委員会報告及び勧告の基礎となる重要な調査のため。）
・主要な指標である職種別民間給与実態調査完了率について概ね目標に近い数値となり、他の指標においても目
標を達成若しくは概ね目標に近い数値となり、全体として相当程度進展ありとなった。
・適正競争倍率の確保については、目標を達成した。今後も引き続きインターネットや就職説明会等で幅広く情報
発信を行い、受験者数の確保に努めていく。（倍率=受験者数/合格者数）
・職種別民間給与実態調査完了率については、IT機器を活用した情報の共有により調査の円滑化を図ることや、記
入例等をまとめた本県独自のマニュアルを別途作成し、調査票とともに事業所へ郵送することにより、目標の達成に
努めた。
・措置要求及び審査請求の審査等の事業については、事務分担の適正化、事務処理の効率化に努め、時間短縮・
作業軽減等を図ったが、結審等から半年以内に発出した判定の割合について目標を達成できなかった。


